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１　介護予防・フレイル予防と社会参加の推進

実績 実績 実績 評定

事項１

２４区市町
村

（令和８年
度まで）

４市町
（累計15
区市町）

６区市村
（累計21
区市町
村）

別紙
5-1

事項２

62区市町村
で各１人

以上
（令和８年
度まで）

30区市町
村

32区市町
村

別紙
5-2

事項３
17区市町村
（令和８年
度まで）

８区市町
村

11区市町
村

別紙
5-3

＜自己評価＞
・令和7年、オンラインプラット
フォーム「100年活躍ナビ」を本格
運用を開始した。２区市町村と６関
係団体と情報連携を実現した。

＜今後の取組方針＞
・区市町村への支援を通じて、引き
続き100年活躍ナビの利用を促進す
る。

指標
(プロセス指標)

目標に向けた取組

令和７年度

自己評価と
今後の課題・対応策

＜自己評価＞
・推進員の人材確保が困難等の理由
により、令和６年度は30区市町村に
とどまっている。

＜今後の取組方針＞
・人材確保等に係る実施区市町村の
好事例を収集し、区市町村に共有す
るなど、引き続き取組を推進する。

①いきいきと心豊かに暮らす
　【①－１】高齢者が元気でいきいきとすごす
　【①－２】高齢者が何らかの社会参加を行っている

令和６年度

自己評価と
今後の課題・対応策

＜自己評価＞
・昨年度の30自治体から実施区市町
村数は増加している。

＜今後の取組方針＞
・実施区市町村の好事例を収集し、
区市町村に共有するなど、引き続き
取組を推進する。

自己評価と
評定の考え方

令和８年度

＜自己評価＞
・介護予防・フレイル予防推進支援
センターを通じ、新たに４自治体で
多様な予防プログラムの展開を推進
し、おおむね順調に実施。

＜今後の取組方針＞
・引き続き取組を推進する。

＜自己評価＞
・介護予防・フレイル予防推進支援
センターを通じ、新たに６自治体で
多様な予防プログラムの展開を推進
し、おおむね順調に実施。

＜今後の取組方針＞
・引き続き取組を推進する。

目標設定する
に至った

現状と課題

○　都の平均寿命は年々延びており、「人生100年時代」が到来すると予想されている。高齢期において、元気で心豊か
　に暮らすには、健康な状態をより長く維持することが重要
○　そのためには、一人ひとりが介護予防・フレイル予防に取り組むとともに、社会とつながり、外出や人との交流の
　機会を持ち続けることが大切
○　また、いくつになっても生きがい・役割を持って生活できる地域づくりや、高齢者が自らの希望に応じて経験を生か
　しながら社会で活躍できる環境を整えることが求められている。

＜自己評価＞
・令和４年度の事業開始以降、支援
対象区市町村が増加している。オン
ラインプラットフォーム「100年活
躍ナビ」との情報連携を２区市町村
と実現した。

＜今後の取組方針＞
・区市町村への支援を通じて、100
年活躍ナビの利用を促進する。

参考
資料

ビジョン
・目標

参考指標
(アウトカ
ム・アウト
プット指標)

　フレイル予防の観点から、通いの場の機能強
化に取り組む区市町村に対し、多様な予防プロ
グラムの展開を支援

（関連する取組）
・介護予防・フレイル予防推進支援
　センター設置事業

　通いの場等の介護予防活動の拡大や、フレイ
ル予防の観点での機能強化等を推進する「東京
都介護予防・フレイル予防推進員」を配置する
区市町村を支援

（関連する取組）
・介護予防・フレイル予防推進員配置事業

　シニア・プレシニアの継続的な社会参加を促
進するため、総合的な窓口における相談支援や
社会参加活動の掘り起こしを行う区市町村を支
援

（関連する取組）
・人生100年時代社会参加マッチング事業

・健康寿命（65歳健康寿命（東京保健所長会方式））
・生きがいを感じる人の率（東京都福祉保健基礎調査）
・社会的な活動を行う高齢者の割合（東京都福祉保健基礎調査）



介護予防・フレイル予防の支援

地域と連携したフレイル診断や保健指導を行う医師の、通いの場等での
活用に向けた研修を実施するほか、区市町村の取組を支援

介護予防・フレイル予防推進員（266,750千円）

通いの場等の介護予防・フレイル予防活動の拡大・強化を推進する
スタッフを区市町村に配置（補助率10/10）

介護予防・フレイル予防推進支援センター（192,961千円）

 高齢者医療を専門とする東京都健康長寿医療センターの中に、専門
的・技術的支援を行う支援センターを設置し、区市町村職員を育成
【拡充】総合事業の充実に向けた研修・相談支援

ホームページやリーフレット、ダイレクトメール等による普及啓発を実施

都民への普及啓発

【新規】 フレイルサポート医地域連携支援事業（12,336千円）

令和７年度 東京都の介護予防・フレイル予防施策

□補聴器の支給（補助率1/2）

(補聴器の使用継続支援・モニタリング等経費を対象に追加)

□加齢性難聴の普及啓発（補助率10/10）

(普及啓発のみ実施する場合も補助対象に追加)

□聴覚検診※（補助率10/10）

※補聴器相談医が在籍する医療機関がない自治体対象

加齢性難聴の高齢者のコミュニケーション機
会確保を推進し、介護予防につなげるための
取組を実施

高齢者聞こえのコミュニケーション支援事業
（647,890千円）

介護予防推進会議（228千円）

 東京都と区市町村の事務担当者間の連絡や取組事例の共有
を実施

区市町村

運動機能
向上

低栄養
予防

社会参加
促進

口腔機
能向上

「通いの場」の拡大・機能強化

認知機能
低下予防

東京都介護予防・
フレイル予防推進支援センター

介護予防・フレイル予防
推進員

（区市町村に１～２名）

支援育成

都補助

健康長寿医療

センターへ委託

オンライン介護予防サポート事業（33,727千円）

オンラインツールを活用した、自宅での運動等の介護予防・フレイル予
防活動を推進する区市町村を支援
（補助率 新規10/10、継続1/2）

介護予防・フレイル予防普及啓発強化事業 （45,800千円）

都及び区市町村による都民に対する直接的な普及啓発により、フレイルに
関する理解を促進（補助率10/10）
【拡充】区市町村が行う普及啓発に対する都補助対象経費について、
窓口やイベント等で配布するチラシ、パンフレット等に拡大

別紙５－１
１/２



〇 介護予防・フレイル予防に取り組む行政職員向け研修を実施

〇 介護予防・フレイル予防推進員向け研修を実施

 総合事業の充実に向けた研修

〇 介護予防事業等に関する相談に対し、専門的知見から助言

 区市町村における多様な予防プログラムの展開を支援（ちょい足し研修）

 総合事業の充実に向けた相談支援

○ 区市町村が、介護予防・フレイル予防事業評価を実施するための支援

    及び通いの場を推進するための参考データの収集・分析等を行う。

通いの場の効果検証(住民への追跡調査による効果検証)

相談支援

東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター事業内容

〇 (地独) 東京都健康長寿医療センターに蓄積するフレイル予防の研究成果や、地域における介護予防活動

の展開手法を総合的に活用するため、介護予防推進支援センター（平成29年度～令和元年度）を再構築

 〇 フレイル予防の視点を踏まえ、住民主体の通いの場づくりを始めとした地域における介護予防活動の

拡大・機能強化を推進する区市町村に専門的・技術的な支援を提供し、取組を支援

〇 区市町村に向け、HP等を通じ、センターによる支援の成果等について

 情報を発信

東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター運営事業  

人材育成

普及啓発

評価・効果分析

センターの運営体制

・   都における高齢者の医療・研究の拠点

である健康長寿医療センターの人材※を、

総合的に活用

※ 医師、保健師、リハビリテーション

専門職、管理栄養士、歯科衛生士など

多様な専門分野の研究職

・ センターと都が連携し、外部有識者の

協力も得ながら、区市町村の支援ニーズ

を定期的に把握し、効果的な支援を提供

保健師

医師

社会参加

地域保健

福祉

栄養士

歯科衛生士 リハビリテーション専門職

拡充

拡充

（ R７予算額  192,961千円）

別紙５－１
２/２



区市町村、
地域包括
支援セン
ター

(平成29年度～令和元年度)

「介護予防による地域づくり推進員」
住民主体の地域づくりにつながる介護予防活動

（主に体操等を行う通いの場）を推進

【取組内容】

◇介護予防の体制整備

◇地域の住民及び介護予防活動を行う
自主グループの支援

【実施主体】

区市町村(地域包括支援センターへ委託可)

【補助内容】

介護予防・フレイル予防推進員の配置経費を基本として、事業実施に

必要な経費を対象とする（備品購入費除く）。

(補助対象経費)
 事業実施に必要な報酬、給料、職員手当等、共済費、報償費、旅費、
需用費、役務費、委託料、使用料及賃借料、負担金

【補助基準額】

1人当たり5,500千円

(65歳以上人口10,000人以上の区市町村 ⇒ 最大2人)

    (65歳以上人口10,000人未満の区市町村 ⇒ 最大1人)

【補助率】

10/10

【人員配置】

リハビリテーション専門職、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門

員、その他関連業務経験者

【事業期間】

令和６年度～８年度

「介護予防・フレイル予防推進員」
通いの場等の介護予防活動の拡大や、フレイル予防の観点での機能強化を促進する取組を推進

【取組内容】

〇 通いの場の拡大・継続支援等
・「介護予防の体制整備」「地域の住民及び介護予防活動を行う自主グループの支援」を継続実施   

・身近な地域における多様な通いの場等の取組状況の把握

〇 通いの場等におけるフレイル予防等の観点を踏まえた予防活動の促進
  ・地域の自主グループ等に対し、フレイル予防の観点を踏まえたプログラムの普及を図る

補助概要

事業内容

東京都介護予防・フレイル予防推進員配置事業
（ R７予算額 266,750千円）

令和2年度に、フレイル予防の観点を踏まえた、通いの場等の介護予防活動の拡大・機能強化を図るため、「介護予防による地域づくり推
進員配置事業」を再構築。

令和２年度～

介護予防・フレイル予防
推進員

※区市町村、介護予防・フレイル予防推進員に対する研修・相談支援を実施

運動機能
向上

低栄養
予防

社会参加
促進

口腔機能
向上

「通いの場」の拡大・
機能強化

認知機能
低下予防

東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター

〇拡大・継続支援等
〇フレイル予防等の観点を
踏まえたプログラム普及

支援 支援

配置

別紙５－２



令和４～６年度 令和７年度 令和８年度

オンラインプ
ラットフォーム
の運営

区市町村補助

コーディネート
力向上研修

地域参加
のトビラ

令和５年９月～

新プラットフォーム「100年活躍ナビ」

令和７年４月～

人生100年時代社会参加マッチング事業

【事業内容】

●シニア・プレシニアの社会参加を支援する新たなオンラインプラットフォーム「100年活躍ナビ」の運用を

開始（令和7年4月）

●区市町村、地域団体、介護施設等への登録働きかけ、都民を対象にしたイベントの開催などにより、「100年活

躍ナビ」の活用を促進

●区市町村に対し、「100年活躍ナビ」との情報連携や相談窓口のコーディネーター配置等にかかる経費を補助

するほか、「100年活躍ナビ」を活用したマッチング促進のための研修を実施

令和４年度～

令和５年度～

引き続き区市町村等に対する活用の働きかけや都民向けイベントを開催するほか、都の重点広報事業として
SNSを積極的に活用した広報活動を行い、「100年活躍ナビ」を通じたシニア・プレシニアの社会参加を促
進する

区市町村等への働きかけ、
イベント開催、SNSによる広報等

別紙５－３



２　介護保険施設等の整備促進

実績 実績 実績 評定

事項１
64,000人

（令和12年
度末）

54,365人 54,596人
別紙
5-4

事項２
30,000人

（令和12年
度末）

24,631人 24,342人
別紙
5-4

事項３

20,000人
（令和12年

度末）
12,977人 13,147人

別紙
5-4

参考
資料自己評価と

今後の課題・対応策
自己評価と

今後の課題・対応策
自己評価と
評定の考え方

ビジョン
・目標

②安心して暮らし続ける
　【②－１】希望に応じたサービスが必要な時に受けられる

参考指標
(アウトカ
ム・アウト
プット指標)

・介護保険施設等の整備数（東京都福祉局高齢者施策推進部調べ）

　介護老人保健施設及び介護医療院の整備を促
進

（関連する取組）
　・介護老人保健施設の整備
　・介護医療院の整備

＜自己評価＞
・介護医療院の補助制度の創設や、
建築費高騰への対応として物価変動
分を補助額に反映するなど、整備促
進に取り組んだ。

＜今後の取組方針＞
・令和12年度の指標達成に向け、引
き続き物価変動分を補助額に反映す
るなど整備促進に取り組んでいく。

＜自己評価＞
・建築費高騰への対応として物価変
動分を補助額に反映するなど、整備
促進に取り組んだ。
・職員確保が困難な状況であり、一
旦休止後に廃止となるケースが増え
てきている。

＜今後の取組方針＞
・令和12年度の指標達成に向け、引
き続き物価変動分を補助額に反映す
るなど整備促進に取り組んでいく。

目標に向けた取組 指標
(プロセス指標)

令和６年度 令和７年度 令和８年度

　認知症高齢者グループホームの整備を促進

（関連する取組）
・認知症高齢者グループホーム整備促進事業

＜自己評価＞
・整備率が低い地域の補助単価の増
額や、建築費高騰への対応として物
価変動分を補助額に反映するなど、
整備促進に取り組んだ。

＜今後の取組方針＞
・借地料補助事業の対象に追加する
など支援を拡充しており、区市町村
に補助制度の周知を図り、整備促進
に取り組んでいく。

＜自己評価＞
・整備率が低い地域の補助単価の増
額や、建築費高騰への対応として物
価変動分を補助額に反映するなど、
整備促進に取り組んだ。また、借地
料補助事業の対象拡大など土地の確
保支援策の充実を図った。
　
＜今後の取組方針＞
・引き続き区市町村に補助制度の周
知を図り、整備促進に取り組んでい
く。

目標設定する
に至った

現状と課題

○　常時介護を必要とし、在宅生活が困難な高齢者の生活の場の一つとして特別養護老人ホームの整備が必要。全国比で
　高齢者人口に対する特別養護老人ホームの整備率が低く、また、都内でも地域による施設の偏在が課題
○　急性期の治療後、在宅生活への復帰を支援する施設として、介護老人保健施設の整備が必要。全国比で高齢者人口に
　対する介護老人保健施設の整備率が低く、また、都内でも地域による施設の偏在が課題
○　医療の必要度が高い要介護者の生活施設として介護医療院の整備が必要
○　認知症高齢者が専門的なケアを受けながら家庭的な環境の中で暮らしていけるよう、認知症高齢者グループホームの
　整備が必要。地価が高く土地の確保が困難であること等により、設置が進んでいない地域がある

　特別養護老人ホームの整備を促進

（関連する取組）
　・特別養護老人ホームの整備

＜自己評価＞
・整備率が低い地域の補助単価の増
額や、建築費高騰への対応として物
価変動分を補助額に反映するなど、
整備促進に取り組んだ。

＜今後の取組方針＞
・令和12年度の指標達成に向け、引
き続き物価変動分を補助額に反映す
るなど整備促進に取り組んでいく。

＜自己評価＞
・整備率が低い地域の補助単価の増
額や、建築費高騰への対応として物
価変動分を補助額に反映するなど、
整備促進に取り組んだ。

＜今後の取組方針＞
・令和12年度の指標達成に向け、引
き続き物価変動分を補助額に反映す
るなど整備促進に取り組んでいく。
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介護サービス基盤の整備促進

施設整備への支援

◎ 特別養護老人ホーム･介護老人保健施設・介護医療院の整備費補助
 ・補助基準単価の引上げ
 ・「標準建物予算単価」の変動率を物価調整額に反映
 ・整備率の低い地域への補助単価の加算を介護医療院に適用(最大1.8倍）

施設用地確保への支援

◎ 認知症高齢者グループホームの整備費補助
  ・「標準建物予算単価」の変動率を物価調整額に反映

◎ 定期借地権の一時金に対する補助
 ・路線価の1/2(特養･老健は最大3/4)､最大10億円まで補助

◎ 借地料を補助
  ・民有地･国有地の借地料60か月分を補助（最大2,500万円/年）

◎ 公有地の活用促進
 ・都有地を原則50％減額、最大90％まで減額して貸付
 ・区市町村所有地での特養･老健整備に対する区市町村補助を支援
（補助率1/2、最大2億円）

第９期高齢者保健福祉計画において、令和12（2030）年度末の整備目標を設定

9,404人分
5,658人分

6,853人分

特別養護老人ホーム 介護老人保健施設・介護医療院 認知症高齢者グループホーム

◎ 開設前の人件費･備品購入費等の施設開設準備経費を支援 
◎ 区市町村が行う施設整備用地・建物確保の取組を支援
 ・説明会･土地・建物所有者とのマッチング等（補助率2/3、最大1209万円）

【整備に向けた課題】

◆ 施設整備に係る事業者負担の軽減、施設用地の確保
◆ 施設・在宅サービスのバランスのよい整備、施設の地域偏在の解消

◆ 施設における居住環境の改善、安全･安心の確保

◆ 整備率が低い地域等への整備費補助の拡充
◆ 施設用地確保に対する支援の充実
◆ 老朽化、居住環境の整備への支援
◆ 災害・感染症対策への支援

第９期計画
における
取組の方向性

施設の整備状況

課題と取組の方向性

令和８年度における主な取組

◎ 地域密着型サービス等の整備費補助
・「標準建物予算単価」の変動率を物価調整額に反映

R8拡充

R8拡充

R8拡充

23,876 24,261
介護医療院

老健 24,63124,386

◎ 大規模改修補助
 ・補助率を２分の１から４分の３に引上げ
 ・「標準建物予算単価」の変動率を物価調整額に反映

◎ 一時移転型改良工事補助
・補助率を２分の１から４分の３に引上げ
 ・「標準建物予算単価」の変動率を物価調整額に反映

◎ 改修支援施設整備費補助事業
 ・改築、改修期間中の代替施設を整備する区市町村を支援
・「標準建物予算単価」の変動率を物価調整額に反映

施設の老朽化への対応
R8拡充

R8拡充

R8拡充

24,342

3/1現在

別紙５－４
１/２



令和８年度介護保険施設（特養・老健・介護医療院）整備費補助単価（単位：千円）

基準単価 物価調整額 計 基準単価 物価調整額 計

ユニット型 5,000 6,110 11,110 10,000 10,740 20,740 ＋ 9,630

従来型個室 4,500 5,510 10,010 9,000 9,680 18,680 ＋ 8,670

多床室 4,050 4,950 9,000 8,100 8,700 16,800 ＋ 7,800

ユニット型 6,000 7,340 13,340 12,000 12,900 24,900 ＋ 11,560

従来型個室 5,400 6,610 12,010 10,800 11,610 22,410 ＋ 10,400

多床室 4,860 5,950 10,810 9,720 10,450 20,170 ＋ 9,360

ユニット型 3,750 4,590 8,340 7,500 8,060 15,560 ＋ 7,220

従来型個室 3,375 4,125 7,500 6,750 7,250 14,000 ＋ 6,500

多床室 3,037 3,713 6,750 6,074 6,526 12,600 ＋ 5,850

※補助額

補助基準額 補助率 補助上限額 補助基準額 補助率 補助上限額

190,720 95,360 245,590 184,192 ＋ 88,832

70,000 35,000 90,130 67,597 ＋ 32,597

R8年度単価（定員１人当たり）
R8-R7

大規模改修（下段：空調更新）

１施設当たり

R8-R7
令和７年度 令和８年度

対象経費の3/4と補助基準額を比べて低い方の額

整備区分

創設・増築

改築

一時移転型

改良工事※

R7年度単価（定員１人当たり）
類型

１／２ ３／４

対象経費の1/2と補助基準額を比べて低い方の額

別紙５－４
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３　介護給付適正化に関する支援

実績 実績 実績 評定

事項１

62区市町村
（令和８年
度まで）

年１回実施
（各年度）

1回（ユー
チューブ
限定配信
により、2
～3月に実
施）
）

1回（ユー
チューブ
限定配信
により、1
～3月に実
施）

別紙
5-5

事項２
年２回実施
（各年度）

１回実施 １回実施
別紙
5-6

　区市町村がケアプラン点検を円滑かつ適切に
実施できるよう、研修を実施するとともに、専
門的な助言を行う人材を希望する区市町村に派
遣

（関連する取組）
・ケアプラン点検研修会及び専門家の派遣

＜自己評価＞
・上半期に一部改訂した都の「保険
者と介護支援専門員が共に行うケア
マネジメントの質の向上ガイドライ
ン」を活用し、3月に説明会を実施
（25自治体60名）するとともに、専
門的な助言を行う人材の派遣につい
て区市町村と調整を行った。
＜今後の取組方針＞
・介護保険制度の動向や、保険者で
ある区市町村の要望等を踏まえ、都
内全体のケアマネジメントの質の向
上を図る取り組みを継続していく。

＜自己評価＞
・都の「保険者と介護支援専門員が
共に行うケアマネジメントの質の向
上ガイドライン」を活用し、9月に
説明会を実施（38自治体80名）する
とともに、専門的な助言を行う人材
の派遣について区市町村と調整を
行った。
＜今後の取組方針＞
・介護保険制度の動向や、保険者で
ある区市町村の要望等を踏まえ、都
内全体のケアマネジメントの質の向
上を図る取り組みを継続していく。

目標に向けた取組

令和８年度

自己評価と
今後の課題・対応策

　区市町村において介護給付適正化の主要３事
業を実施できるよう、研修や好事例の提供等を
通じて支援

（関連する取組）
・東京都介護給付適正化推進研修会

＜自己評価＞
・東京都介護給付適正化推進研修会
において、給付適正化主要事業の再
編等、東京都における介護給付費の
状況及び他県市の好事例の共有を行
い、国の推進する内容に則した支援
を実施した。

＜今後の取組方針＞
・技術的助言、好事例の共有や国保
連と連携した個別支援等を通して、
区市町村の給付手適正化の取組を支
援する。

＜自己評価＞
・東京都介護給付適正化推進研修会
において、介護給付適正化計画の指
針、東京都における介護給付費の状
況及び他県市の好事例等の共有を行
うとともに、国保連と連携した個別
支援に関する説明を行うなど、国の
推進する内容に則した支援を実施し
た。

＜今後の取組方針＞
・技術的助言等を通して、区市町村
の給付適正化の取組を支援する。

目標設定する
に至った

現状と課題

○　高齢者の自立した日常生活のために必要な質の高いサービスを提供するとともに、財源と人材をより効果的・効率的
　に活用し、介護保険制度の持続可能性を高めるため、介護給付適正化の取組を進める必要
○　一方で、区市町村の人員体制や専門性を有する職員の確保等の課題が存在

ビジョン
・目標

②安心して暮らし続ける
　【②－１】希望に応じたサービスが必要な時に受けられる

参考指標
(アウトカ
ム・アウト
プット指標)

・自立支援に資する適切なサービスの提供状況

参考
資料自己評価と

今後の課題・対応策
自己評価と
評定の考え方

指標
(プロセス指標)

令和６年度 令和７年度



７福祉高介第１３１５号 

令和７年１１月６日 

 

各区市町村介護保険主管課長 殿 

 

東京都福祉局高齢者施策推進部  

介護保険課長 向山 倫子 

             （公印省略） 

 

 

令和７年度東京都介護給付適正化推進研修会の開催について（通知） 

 

 

日頃より、介護保険行政の円滑な運営に御尽力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

東京都では、第９期介護保険事業支援計画において介護給付適正化の推進について定めており、

東京都及び区市町村が一体となって介護給付の適正化を推進することとしています。 

つきましては、区市町村における効果的な実施を支援し、介護給付適正化をより一層推進するこ

とを目的に、下記のとおり研修会の開催をお知らせします。 

 

記 

 

１ 開催方法 

YouTube にて動画公開（限定公開） 

 

２ 配信期間 

  令和８年１月１９日（月曜日）から令和８年３月１３日（金曜日）まで 

 

３ 講習内容 

別紙「次第」のとおり 

 

４ 対象者 

各区市町村介護給付適正化担当者（要介護認定の適正化を除く。） 

 

５ 申込み方法 

以下 logoフォームよりお申込みください。 

URL (インターネット) 

https://logoform.jp/form/tmgform/1242031 

URL (LGWAN) 

https://tb.logoform.st-japan.asp.lgwan.jp/form/tmgform/1242031 

※申込み制限数はありません（１保険者内で、複数部署での申し込みが可能です。視聴される

部署毎にお申込みください。）。 

申込み期限：令和７年１２月１９日（金曜日） 

別紙５－５ 
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６ 視聴方法 

申し込みいただいたメールアドレス宛に視聴URLを送付します（令和８年１月初旬送付予定）。 

※視聴URLの共有は区市町村関係者限りでお願いします。 

 

７ アンケートについて 

研修受講後、今後のために、アンケートに御協力をお願いします。 

回答期限：令和８年３月２０日（金曜日） 

 

＜研修アンケートの URL等について＞ 

以下 URL 又は二次元コードからお願いいたします。 

https://forms.office.com/r/NUbDJxEDg5 

 

 

８ その他 

各資料については、後日メールにて御案内いたします。 

第一部、第三部にて使用する資料の一部は、令和７年度介護給付適正化ブロック研修会（関東 ・ 

信越ブロック）資料を使用予定です。 

 

【問合せ先】 

東京都福祉局高齢者施策推進部介護保険課 

保険者支援担当 岸川、坂田、中村、田上 

電話 03-5000-7553 

Mail S1140602@section.metro.tokyo.jp 

https://forms.office.com/r/NUbDJxEDg5


開催日：

時間：

時間 所要時間 科目

9：45～9：50 5分 　　オリエンテーション

9：50～11：40 110分 　　ガイドラインを活用したケアプラン点検の方法（講義）

11：40～11：50 10分 　　質疑応答

11：50～14：00

14：00～15：30 90分 　　ガイドラインを活用した模擬ケアプラン点検

15：30～15：45 15分 　　質疑応答

【午前の部】

【午後の部】

令和７年度ケアプラン点検研修会　タイムテーブル

令和７年９月２４日（水曜日）

【午前の部】　９時４５分から１１時５０分まで

【午後の部】１４時００分から１５時４５分まで

休憩

別紙５－６



４　介護人材の確保・定着・育成対策の推進

実績 実績 実績 評定

事項１

参加1,000人
以上

（各年度）
1,088人 1,132人

別紙
5-7

事項２
62区市町村
（令和８年
度まで）

50区市町
村174事業

52区市町
村184事業

別紙
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　多様な人材の介護職場への参入促進に取り組
む区市町村を支援

（関連する取組）
・東京都区市町村介護人材確保対策事業

＜自己評価＞
・区市町村担当者連絡会を年２回開
催し、新規メニューの紹介や、具体
的な活用事業、他区市町村の取組等
を紹介した。

＜今後の取組方針＞
・引き続き区市町村が活用できるメ
ニューを検討していくとともに、現
行メニューの具体的な事業や他の区
市町村の取組などの紹介に注力して
いく。

＜自己評価＞
・区市町村担当者連絡会を年２回開
催し、新規メニューの紹介や、具体
的な活用事業、他区市町村の取組等
を紹介した。

＜今後の取組方針＞
・引き続き区市町村が活用できるメ
ニューを検討していくとともに、現
行メニューの具体的な事業や他の区
市町村の取組などの紹介に注力して
いく。

目標に向けた取組

令和８年度

自己評価と
今後の課題・対応策

　未経験者の介護分野への入職・定着を促進す
るため、介護現場の体験からマッチング、就
業、定着までを一貫して支援

（関連する取組）
・かいごチャレンジ職場体験事業

＜自己評価＞
・認知度の向上に向けた取り組み等
により、目標としていた参加者数を
達成した。また、就業決定数につい
ても着実に増加している。

＜今後の取組方針＞
・職場体験実施者に対し継続的なア
プローチを行うことで、中長期的な
就業支援を実施する。

＜自己評価＞
・認知度の向上に向けた取り組み等
により、目標としていた参加者数を
達成した。また、就業決定数につい
ても着実に増加している。
・職場体験実施者に対して継続的な
アプローチや就業支援を行い、就業
に結びつく成果を得ることができ
た。

＜今後の取組方針＞
・引き続き認知度向上を図り、参加
者数を確保していくとともに、職場
体験実施者に対する継続的なアプ
ローチや就業支援を実施し、就業に
繋げていく。

目標設定する
に至った

現状と課題

○　都内における介護職員数は、令和12年（2030年）度には、約4万7千人が不足
○　この需給ギャップを埋めるため、東京都は、中長期的な視点で介護人材の確保・定着・育成対策を総合的に推進して
　いくことが必要
○　また、令和22年（2040年）に向けては、引き続き介護ニーズが増加し、更なる介護人材の不足が見込まれ、取組の
　拡充が必要

ビジョン
・目標

②安心して暮らし続ける
　【②－１】希望に応じたサービスが必要な時に受けられる

参考指標
(アウトカ
ム・アウト
プット指標)

・要介護認定者一人当たりの介護職員数
　（厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、「介護保険事業状況報
告」）

参考
資料自己評価と

今後の課題・対応策
自己評価と
評定の考え方

指標
(プロセス指標)

令和６年度 令和７年度



令和７年度 かいごチャレンジ職場体験事業

介
護
事
業
者

事
業
者
募
集 採用プログラム・OJTプログラムの作成支援、定着しやすい職場環境づくり

求
職
者

募集
広報 OJT

資格取得・研修

◆カウンセリング
を行い、体験先を
コーディネート

◆参加者・受入事
業所に支援金
（参加者5,000円、
事業所7,100円）

民間人材会社

現
場
体
験 民間人材会社

マ
ッ
チ
ン
グ

就

業

受入プログラムの作成支援

キャリア
相談

相談支援

説明会

○ 体験を通じて、介護の仕事を広く知ってもらう。

○ 介護事業所を対象に仕事の魅力を伝える工夫や定着に向けたOJT等を支援し、未経験者を受入れるためのノウハウを事業所
間に広げていく。

事業者の参加募集

事業概要

介護の仕事の未経験者を対象に、介護現場の体験からマッチング、就業、定着までを一貫して支援することにより、求職者と求
人事業所双方のニーズに応えることで、介護分野への入職・定着を促進する。

（対 象） 介護職未経験者かつ都内または近隣県に在住
年齢不問（介護福祉士の養成課程を履修している学生除く）

（募集数） １，０００名程度

○キャリアカウンセラーにより意向に沿った体験先を調整
○体験後、就業意向がある場合、就業先と条件
等をマッチング

○就業後もカウンセラーが随時相談等フォロー

求職者の参加募集

（対 象） 都内介護保険施設または事業所
（募集数） ８００所程度

○体験プログラム作成や職場定着をテーマに
セミナーを開催

○体験の受入れや日程調整、就業を希望する
際の調整をフォロー

○採用後、採用者の介護職員初任者研修受講費を補助

別紙５－７
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①かいチャレプラスへの登録・DM発信

かいチャレを通して介護業界に興味を持った潜在層へのアプローチにより、継続的な支援を促し将来的に顕在
化するための場として「かいチャレプラス」への登録を促進

①かいチャレ参加者をデータベースに登録（年間約５００人）
②かいチャレ参加時にカウンセリングした本人の希望や就業意欲などを基に、興味を持ってもらえるDMを
定期的に発信

②多様な働き方を提案する民間事業者との連携

かいチャレプラス登録者を多様な働き方へ誘導

①希望する働き方に応じて、主に有償ボランティア（Chot介護、スケッター等）やスポットワーク（タイ
ミー等）をかいチャレプラス登録者に紹介

②以下の課題を踏まえ、民間人材会社及びかいチャレ事業所と連携し、無資格・未経験者の活用支援を実施
（業務切り出し等のアドバイスとトライアル利用料の支援）
・スポットワーク等の求人の９割は有資格者・経験ありを対象としており、未経験者のマッチングはほとんど実現していない
・スケッター、タイミー等は利用料がそれなりにかかり（タイミーの場合、人材紹介会社の紹介料と同率）、無資格・未経

験者を活用するインセンティブが生じにくい

③民間人材会社による提案型・プッシュ型によるマッチング

就業意向を持ったかいチャレプラス登録者を対象に提案型・プッシュ型の就業支援を実施

民間人材会社の求人等を活用し、かいチャレ事業所だけでなく、広く求職者の希望や働き方にあった事業所
への就業を提案（スカウトメール等）、就業マッチングを実施

当該年度を越えて、多様な働き方の提案など、無資格・未経験者の就業支援を強化

【令和７年度拡充内容】

かいチャレ事業所のタイミー、スケッター等を活用を促進し、未経験者の求人を拡大
○業務の切り出し支援 ○トライアル利用料の支援（１事業者１０万円、１００事業所）

別紙５－７
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令和７年度 東京都区市町村介護人材確保対策事業費補助金

区市町村が取り組む介護人材確保対策への支援を行い、地域社会を支える介護人材の確保・定着・育成を図る。

〔補助率〕３／４ 〔補助基準額〕１区市町村当たり上限額20,000千円

介護人材
育成

（１）介護未経験者に対する研修支援事業（資格取得支援）
（２）現任介護人材に対する研修支援事業

ア 介護人材キャリアアップ研修支援事業
イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

介護人材
確保

（３）多様な人材層に対する介護や介護の仕事の理解促進事業
（４）多様な人材層を対象とした介護の職場体験事業
（５）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業
（６）介護分野での就労未経験者等の就労・定着促進事業
（７）潜在介護人材の再就業促進事業

周辺業務人材
確保

（８）介護に関する入門的研修の実施、生活援助従事者研修の受講支援等からマッチングまでの一体的支援事業
ア 介護に関する入門的研修の実施等からマッチングまでの一体的支援事業
イ 生活援助従事者研修の受講支援等からマッチングまでの一体的支援事業

（９）介護の周辺業務等の体験支援
（10）介護分野への元気高齢者等参入促進セミナー事業
（11）介護人材確保のためのボランティアポイント事業

環境
（12）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業
（13）介護現場におけるカスタマーハラスメント対策支援事業

基盤 （14）区市町村介護人材確保プラットホーム構築事業

過疎 （15）離島、中山間地域等における介護人材確保支援事業

連携 （16）介護事業者の地域連携推進事業

その他
（17）その他事業

ア 新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業
イ 離職した介護人材のニーズ把握のための実態調査事業

全17メニュー（既存16メニュー ＋ 新規1メニュー）

目的

補助概要

New

ハラスメント相談窓口の設置に係る経費
を補助することで、区市町村の介護現
場におけるカスタマーハラスメント対策の
体制強化に係る取組を支援

令和７年度予算額
310,000千円

別紙５－８
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（1）介護未経験者に対する研修支援事業（資格取得支援）

◆ 初任者研修や実務者研修に対する受講料等補助
◆ 介護未経験者が介護に関する基本的な知識・技術を習得するための研修の実施
◆ 介護福祉士資格取得のために要する経費等補助

（3）多様な人材層に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

◆ 学生が作成するフリーペーパー等の周知・広報
◆ 介護事業者等による学校への訪問研修の実施

（4）多様な人材層を対象とした介護の職場体験事業

◆ 介護事業所において学生等を受け入れる職場体験事業の実施

（5）多様な人材層に応じたマッチング機能強化事業

◆ 求職者等に対する合同就職説明会の実施

（8）介護に関する入門的研修の実施、生活援助従事者研修の受講支援等
からマッチングまでの一体的支援事業

ア 介護に関する入門的研修の実施等からマッチングまでの一体的支援事業
イ 生活援助従事者研修の受講支援等からマッチングまでの一体的支援事業

◆ 入門的研修や生活援助従事者研修を実施し、研修修了者に対して介護施設等とのマッ
チング支援

（9）介護の周辺業務等の体験支援

◆ 介護に関する入門的研修の受講者等に対する体験的職場研修の経費に対して助成

（10）介護分野への元気高齢者等参入促進セミナー事業

◆ 元気高齢者等をターゲットに、介護分野への関心を持つきっかけとなるセミナーの実施（2）現任介護人材に対する研修支援事業
ア 介護人材キャリアアップ研修支援事業
イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

◆ 中堅職員向け等、介護職員の資質向上やキャリアアップに係る研修の開催
◆ 小規模事業者の共同による人材育成環境整備に係る経費等補助
◆ 介護職員が認知症介護の知識や技術を習得するための研修の実施

（11）介護人材確保のためのボランティアポイント事業

◆ 元気高齢者等が介護施設でボランティアを行う場合にポイントを付与

（17）その他事業
ア 新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業
イ 離職した介護人材のニーズ把握のための実態調査事業

◆ 新人職員に対する定着支援のためのエルダー、メンター制度等を整備する介護事業者に
対して、制度構築につなげるための研修

◆ 離職した介護職員を対象に、離職理由等の実態把握のための調査の実施

（14）区市町村介護人材確保プラットホーム構築事業

◆ 介護人材確保に向けた中核機関や協議会の設置

（15）離島、中山間地域等における介護人材確保支援事業

◆ 離島や中山間地域における地域外からの人材確保や資質向上の取組への支援

（12）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

◆ 管理者等における雇用管理改善の取組みを促進するための説明会の開催
◆ 女性が働き続けることのできる職場づくりのための相談やコンサルティング経費等の補助
◆ 介護事業者による事業協同組合設立への支援

（7）潜在介護人材の再就業促進事業

◆ 地域における資格取得者の掘り起こし、普及啓発、マッチング、就業支援などを実施

（6）介護分野での就労未経験者等の就労・定着促進事業

◆ 職場体験、働きながらの資格取得支援事業を実施

（16）介護事業者の地域連携推進事業

◆ 地域の介護事業所の介護職員向けの研修会や介護職員の採用に向けたイベントの実施

令和７年度 東京都区市町村介護人材確保対策事業費補助金＜補助メニュー概要＞

（13）介護現場におけるカスタマーハラスメント対策支援事業

◆ 区市町村がハラスメント相談窓口を設置する際に必要な経費を補助
New

別紙５－８
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◆取組例




